
 

子ども・子育て支援新制度における運営に関する説明会 
 

                        日付：平成 26年 10月 27日（月） 

                        時間：19:00～20:30 

                        会場：青少年育成センター第一研修室 

      

次 第 

 

１ 開会 

  

  

２ 議事 

 （１） 保育時間の考え方について…………………………………………… 配布資料① 

  保育運営課 運営指導係長 森兼 

 （２） 保育士確保策について………………………………………………… 配布資料② 

  保育対策課 担当係長 澤田 

 （３） 市独自助成の検討の方向性について…………………………………配布資料③ 

  保育運営課 運営指導係 山岡 

 （４） その他 

 （５） 質疑応答 

 （６） 

 

事務連絡 

３ 閉会 

※説明会後、御質問がありましたら、記載の担当まで、お電話でお問い合わせください。 

◆お問い合わせ先◆ 

担当課 電話番号

（1） 保育時間の考え方について 保育運営課 045-671-3564

（2） 保育士確保策について 保育対策課 045-671-4469

（3） 市独自助成の検討の方向性について
１号部分：子育て支援課

２・３号部分：保育運営課

045-671-2084

045-671-3564

（4） 平成27年度認定利用調整（新規利用と継続利用）について
子ども・子育て

新制度準備担当
045-671-4467

（5） 新制度における運営基準(園則・運営規程等）について 子育て支援課 045-671-2084

お問い合わせ先
質問内容

 

横浜市こども青少年局 

保 育 運 営 課 



 
 

 

 
子ども・子育て支援新制度における 

横浜市としての保育時間の考え方について 
 

① 横浜市としての保育時間の表記・考え方 

   保育時間の表記について、本市として次の表記と考え方で統一します。 

保育時間（８時間） ・・・ 保育短時間認定の子どもの最大で利用可能な時間帯で、現行制度と同

様８時間とします。子どもの生活リズムや保育カリキュラムを考慮し、概ね

児童全員がそろって保育を受ける時間帯としてもらうことを基本とします。 

保育時間（11 時間） ･･･保育標準時間認定の子どもの最大で利用可能な時間帯で、保育時間（８

時間）を含む 11 時間とします。 
 
開所時間        ・・・延長保育の時間帯を含めた、利用可能な時間帯とします。 

 

 

 

 

 
 

 

②-1 時間帯の設定について（平日） 

    各施設が独自で時間帯を設定します。 

保育短時間認定の子どもの最大で利用可能な時間帯としての保育時間（８時間）と、 

保育標準時間認定の子どもの最大で利用可能な時間帯としての保育時間（11 時間）を確保す

るため、11 時間以上の開所時間を設定していただきます。 

なお、現在の入所児童の登降園の状況等を考慮し、現行の原則保育時間等を変更することは

可能です。 

保育時間（11 時間）を超える時間帯の延長保育については、地域のニーズに応じて実施してい

ただくことになりますが、原則は、現行の開所時間を短縮することがないようにしてください。 

延長保育の考え方ですが、 

「保育短時間」認定の方は、保育所等が定める保育時間（８時間）を超える前後の時間帯、 

「保育標準時間」認定の方は、保育所等が定める保育時間（11 時間）を超える前後の時間帯を

利用する場合に「延長保育」となります。（別途、助成及び延長保育の徴収あり。後日提示します） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26 年 10 月 27 日 

認定こども園施設長会 

保育時間（８時間） 

保育時間（11 時間） 

開所時間 

裏面有り 

資料１ 



 
 

 

②-２ 時間帯の設定について（土曜日） 

 土曜日も、原則、平日同様、保育時間（８時間）と保育時間（11 時間）の実施をお願いします。 

＜留意点＞ 

□ 保育時間（８時間）や保育時間（11 時間）を設定するため、平日と土曜で異なる保育時

間を設定することは可とします。その場合は、現在の利用者の不利益にならないよう配慮

してください。 

 例 平日 保育時間（８時間）8:30～16:30 開所時間 7:30～18:30  

⇒土曜 保育時間（８時間）7:30～15:30 開所時間 7:30～15:30（延長保育なし） 

□ 現行、土曜日に８時間以上または 11 時間以上開所している保育所・事業等については、

現行どおり開所をお願いします。 

＜経過措置＞ 

既存園については、これまでの経過から、急な体制整備は困難なことも予測されますので、

次のとおり対応をお願いします。 

・現行、開所時間が８時間未満の施設については、平成 27 年４月に最低限８時間開所として

ください。その後、質改善後の平成 29 年度までに、段階的に 11 時間開所となるようにし

てください。 

・現行８時間～11 時間開所の施設は、できる限り平成 29 年度までに 11 時間開所となるよう

にしてください。 
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資料３ 

保育部分における市独自助成の検討の方向性について 
 
 
 
 
 

 

 

 

１ 現在、国から示されている公定価格の「質の改善後」の仮単価は平成 29 年度の

姿です。平成 27～28 年度は「質の改善前」と「質の改善後」の間の水準となる

予定です。 

 

２ 市独自助成で実施を予定している項目 

(ア) 職員配置加算…市基準の保育教諭配置を確保するための助成。３歳児配置加

算（15：1）は公定価格に反映されるまでの間、市独自助成として【先取り】で

実施予定。 

２・３号認定児童の１歳児（4：1）、２歳児（5：1）、４歳以上児（24：１）

の配置加算は引き続き実施する予定 

(イ) 職員処遇改善加算…職員の平均勤続年数等に応じて加算する安定的な雇用、

昇給や給与改善確保、保育教諭確保のための助成 

 公定価格の職員処遇改善等加算については、本市独自助成として【先取り】

で実施予定 ※現行保育所部分に助成していた国の臨時特例事業は、平成 26

年度で終了予定 

現在、本市で独自に助成している「職員処遇改善費」をベースにしながら、

キャリアアップの取り組みや給与改善の実績等に応じた加算とする国の仕組み

を参考に、より効果的な制度となるよう見直し予定 

(ウ) 地域型保育事業から連携を受諾し、認定こども園のノウハウを生かした交流

保育や保育支援の実施や受入枠の設定などに必要な経費に充当するための助成 

(エ) システム化経費助成（事務職員雇用費からの変更）…簡易請求ソフトを用い

て請求を行うための助成 

(オ) 障害児保育費・特別支援児童加算費…現行の保育所助成単価を基に、１号認

定児童、２・３号認定の短時間認定児童と標準時間認定児童の単価を検討 

(カ) 既存の認定こども園を対象とした、新制度移行のための支援助成を検討（２

年度限定） 

 

 

 

 

 保育部分における市独自助成については、現行の保育の質の水準と国の公定価

格等を踏まえて、継続するものと今後変更するものの検討を行っています。  
 本日お示しする項目については、現段階での検討項目であり、確定した内容で

はありません。項目・金額ともに今後の予算編成の中で検討し、市会での議決

を経て確定します。  

【裏面あり】  



３ 国の公定価格化により見直しを検討（現行の保育所部分の市独自助成） 

(ア) 11 時間開所雇用費…保育時間（８時間）を超えて 11 時間までの保育を実施

するための助成。公定価格で 11 時間分の単価が設定された場合は見直し 

 

４ ご要望いただいている主な項目 

(ア) 給食に関する栄養士の格付け経費及び食物アレルギー等の対応の経費 

(イ) 事務職員を加配する経費 

(ウ) 職員処遇改善費の見直し…常勤保育士を確実に確保できるように 

(エ) 地域型保育事業との連携に係る経費 

(オ) 常勤保育士・調理員の配置の強化、加配の実施 

(カ) 施設長の人件費相当分の経過措置 

 

 

５ その他の現行の保育所部分の独自助成 

  公定価格の水準を踏まえ、必要な市独自助成を検討・審議します。 

(ア) 保育士臨時雇用費…多様な保育サービスを実施するため、市の配置基準を上

回って保育士を雇用するための経費 

(イ) 臨時調理人雇用費…国基準の調理人の人数を超えて調理人を雇用するための

助成 

(ウ) 産休等代替職員雇用費…職員が出産や疾病のため２週間以上の療養（有給）

を必要とする場合に代替の職員を新に雇用するための経費 

(エ) 医療的ケア対応看護師雇用費…医療的ケアが必要な児童のために、看護師等

が配置されている保育所にさらにアルバイト看護師等を配置するための助成 

(オ) 被虐待児童対応費…児童相談所等で虐待が疑われ保育するのに保育士を加配

することが必要と区役所が認めた場合の助成 

(カ) 乳児保育雇用経費…乳児保育及び障害児保育を実施しており、児童の処遇向

上のため看護職等・栄養士を雇用している場合に助成 

(キ) 産休明け保育児童健康診断助成…産明け保育児童を対象に、入所時及び定期

のものを除いた臨時の健康診断を行うための助成 

(ク) 外国人児童保育助成…外国人児童の処遇向上のため、保育士を雇用するため

の助成 

(ケ) 午睡用寝具リース費…入所児童が使用する午睡用寝具のリースを受けるため

の助成 

(コ) 日本スポーツ振興センター共済掛金助成金…日本スポーツ振興センター共済

掛金の負担金の一部に充当するための助成 

(サ) 11 時間超開所雇用費（延長保育助成）…11 時間を超える保育を実施するため

の助成。現行の時間延長サービス従事職員雇用費は 15 分単位の実績に応じた助

成に変更予定 

 



こ保運第 2078 号  
平成 26 年 10 月 14 日 

認可保育所設置者 様 

こども青少年局保育運営課長 
 

「保育士登録申請中の者」の取扱いの変更について（通知） 
 

時下 ますます御清栄のこととお喜び申し上げます 
 本市の保育事業について日々御理解・御協力いただき厚くお礼申し上げます。 
 「保育士登録申請中の者」について、平成 26 年 10 月から、国の通知に基づき支弁を行う際の取

扱いが変更になりましたので、お知らせします。 
 
１ 本市の助成制度における変更点 

(1) 主任保育士加算を請求する際に市基準配置に加え加配する保育士は、「保育士登録申請中の者」

も対象となります。月 160 時間以上勤務の方を対象とし、「保育士登録申請中の者」が２名以上

であわせて月 160 時間以上の勤務となる場合も可とします。 
なお、この取扱いは主任保育士加算が対象であって、保育士臨時雇用費等は対象となりません。 

(2) 横浜市長時間保育助成要綱第 15 条に定める 11 時間を超えて開所する保育所が加配する保育

士は、「保育士登録申請中の者」も対象となります。 
 
２ 「保育士登録申請中の者」の定義  

保育士登録申請中の者とは、児童福祉法に定める保育士となる資格を有し、都道府県知事に保

育士登録の申請を行っている者をいいます。 
指定保育士養成施設を卒業し、保育士登録済通知書が交付されている者は、通知書作成日から

３か月間に限り、保育士登録済通知書を保育士登録証に代えることができます。この取扱いは従

来どおりです。 
 
３ 「保育士登録申請中の者」の確認方法  

(1) この取扱いに基づき運営費等を請求する場合には、その内容の分かる書類を保育所所在区のこ

ども家庭支援課に届け出てください。  
(2) 保育所が届け出る書類は、次の各項目に定める書類を原則とします。 
ア 保育士となる資格を有する者の確認関係  
保育士（保母）資格証明書、指定保育士養成施設卒業証明書、保育士養成課程修了証明書、

保育士試験合格通知書のいずれかの写し  
イ 都道府県知事（登録事務処理センター）への保育士登録申請中の確認関係申請時の「書留・

特定記録郵便物等受領証」の写し  
ウ 常勤換算できるかどうかの確認関係 
 「保育士登録申請中の者」の勤務時間が分かるもの（雇用契約書の写し等） 

 
４ 適用時期 
  平成 26 年 10 月分の主任保育士加算から今回の取扱いの対象とします。 

 

【裏面あり】 

資料４ 



５ 保育士証の確認について 
  今回の取扱いの変更に関わらず、保母資格証明書のままの方がいないか、氏名や本籍地変更に

よる書き換えや紛失による再交付の必要がないか、念のためご確認いただき、該当がある場合は

速やかに発行・書き換え・再発行の手続きをとっていただきますようお願いします。 
 
  

横浜市役所こども青少年局 
保育運営課運営指導係 山岡 

〒231-0017 横浜市中区港町 1-1 
TEL 045-671-3564 FAX045-664-5479 
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